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【手続補正書】
【提出日】平成23年2月16日(2011.2.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式(Ｉ)：



(3) JP 2010-522227 A5 2011.4.7

【化１】

〔式中、ｎは０または１であり；
ｎが０であるとき、Ｒ１は水素またはメチルであり、Ｒ２はヒドロキシルであり、そして
Ｒ３は水素であり；そして
ｎが１であるとき、Ｒ１は水素であり、Ｒ２およびＲ３の一方はヒドロキシルであり、そ
してＲ２およびＲ３の他方は水素である。〕
の化合物またはその薬学的に許容される塩。
【請求項２】
　ｎが０であり、Ｒ１が水素またはメチルであり、Ｒ２がヒドロキシルであり、そしてＲ
３が水素である、請求項１に記載の化合物、またはその薬学的に許容される塩。
【請求項３】
　Ｒ１が水素である、請求項２に記載の化合物、またはその薬学的に許容される塩。
【請求項４】
　Ｒ１がメチルである、請求項２に記載の化合物、またはその薬学的に許容される塩。
【請求項５】
　ｎが１であり、Ｒ１が水素であり、Ｒ２およびＲ３の一方がヒドロキシルであり、そし
てＲ２およびＲ３の他方が水素である、請求項１に記載の化合物、またはその薬学的に許
容される塩。
【請求項６】
　Ｒ２がヒドロキシルであり、そしてＲ３が水素である、請求項５に記載の化合物、また
はその薬学的に許容される塩。
【請求項７】
　Ｒ２が水素であり、そしてＲ３がヒドロキシルである、請求項５に記載の化合物、また
はその薬学的に許容される塩。
【請求項８】
　６－クロロ－Ｎ－{[(１Ｓ,３Ｓ)－１－ヒドロキシ－３－メチルシクロヘキシル]メチル
}－２－[(３Ｓ)－３－ヒドロキシピロリジン－１－イル]キノリン－５－カルボキサミド
、
６－クロロ－Ｎ－{[(１Ｓ,３Ｓ)－１－ヒドロキシ－３－メチルシクロヘキシル]メチル}
－２－[(３Ｒ)－３－ヒドロキシピロリジン－１－イル]キノリン－５－カルボキサミド、
６－クロロ－Ｎ－{[(１Ｓ,３Ｓ)－１－ヒドロキシ－３－メチルシクロヘキシル]メチル}
－２－(４－ヒドロキシピペリジン－１－イル)キノリン－５－カルボキサミド、および
６－クロロ－Ｎ－{[(１Ｓ,３Ｓ)－１－ヒドロキシ－３－メチルシクロヘキシル]メチル}
－２－(３－ヒドロキシ－３－メチルピロリジン－１－イル)キノリン－５－カルボキサミ
ド
から選択される、式(Ｉ)の化合物、またはその薬学的に許容される塩。
【請求項９】
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　請求項１～８のいずれかに記載の式(Ｉ)の化合物、またはその薬学的に許容される塩を
薬学的に許容されるアジュバント、希釈剤または担体と共に含む、医薬組成物。
【請求項１０】
　請求項１～８のいずれかに記載の式(Ｉ)の化合物、またはその薬学的に許容される塩と
薬学的に許容されるアジュバント、希釈剤または担体を混合することを含む、請求項９に
記載の医薬組成物の製造方法。
【請求項１１】
　治療において使用するための、請求項１～８のいずれかに記載の式(Ｉ)の化合物、また
はその薬学的に許容される塩。
【請求項１２】
　リウマチ性関節炎の処置において使用するための医薬の製造における、請求項１～８の
いずれかに記載の式(Ｉ)の化合物、またはその薬学的に許容される塩の使用。
【請求項１３】
　請求項１～８のいずれかに記載の式(Ｉ)の化合物の製造方法であって：
(ａ)　式(II)
【化２】

〔式中、Ｘ１は適当な脱離基である。〕
の化合物と、式(III)
【化３】

〔式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３およびｎは式(Ｉ)において定義の通りである。〕
の化合物を反応させ、そして所望により本化合物の薬学的に許容される塩を形成させるこ
とを含む、方法。
【請求項１４】
　(１Ｓ,３Ｓ)－１－(アミノメチル)－３－メチルシクロヘキサノールである化合物、ま
たはその塩。
【請求項１５】
　２,６－ジクロロ－５－ヨードキノリンである化合物。
【請求項１６】
　請求項１に記載の式(Ｉ)の化合物、またはその薬学的に許容される塩を対象に投与する
ことを含む、リウマチ性関節炎を予防または処置する方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２９
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【０１２９】
薬理学的分析
Ｐ２Ｘ７アッセイ
　ある種の化合物、例えばベンゾイルベンゾイルアデノシン三リン酸(ｂｂＡＴＰ)は、原
形質膜における孔形成に作用する、Ｐ２Ｘ７受容体のアゴニストであることが既知である
(Drug Development Research(1996), 37(3), p.126)。その結果、この受容体が臭化エチ
ジウム(蛍光ＤＮＡプローブ)存在下でｂｂＡＴＰを使用して活性化されたとき、細胞内Ｄ
ＮＡに結合した臭化エチジウムの蛍光の増加が観察される。蛍光増加は、Ｐ２Ｘ７受容体
活性化の指標として、それゆえ、Ｐ２Ｘ７受容体に対する化合物の効果を定量するために
使用できる。
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